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33.9%

32.3%

26.6% 回答

316

事業所

乗合+高速+貸切(107事業所)

貸切のみ(102事業所)

乗合+貸切(84事業所)

乗合のみ(10事業所)

高速+貸切(9事業所)

高速のみ(3事業所)

（１）回答事業所の事業形態
（用途別）

図1.1 回答事業所の事業形態
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(1)見えにくいために発生した
事故の有無

36.1%

20.2%

回答

302

事業所

有り(109事業所)

無いが危険な思いをした(61

事業所)

無し(132事業所)

図1.8 見えにくいための事故の有無
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図1.9 見えにくいための事故（複数回答）ｎ=109

92.7%

28.4%

20.2%

0.0% 50.0% 100.0%

バック時接触(101事業所)

発進時接触（車両）(31事業所)

走行中接触。(22事業所)

車線変更時接触(17事業所)

左折時接触(14事業所)

発進時接触（人等）(5事業所)

脱輪(4事業所)

その他(7事業所)

52.1%32.7%

7.5%

発生件数

1,943件

バック時接触(1013件)

走行中接触。(636件)

発進時接触（車両）(145件)

車線変更時接触(78件)

左折時接触(54件)

脱輪(5件)

発進時接触（人等）(5件)

その他(7件)

図1.10 見えにくいための事故発生件数
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見えにくいための事故の経験 見えにくいための事故の事故発生件数



 

参考【装着場所】 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

右下ﾌﾛﾝﾄﾀｲﾔ付近 

Ｅ１ 
右下ﾘﾔﾀｲﾔ付近 

Ｇ１ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

I 
前方直下 

後方上方 

後方 

後方直下 

左側車線（路肩含む）の側方前側 

Ｆ２ 

左側車線（路肩含む）の側方後側 

Ｈ 

左下ﾌﾛﾝﾄﾀｲﾔ付近 

Ｅ２ 
左下ﾘﾔﾀｲﾔ付近 

Ｇ２ 

車内運転者後方 

右側車線の側方前面  

Ｆ１ 

 

 

 
（２）視認性向上装置の使用実態

視認性向上装置を装着して見え
にくい箇所をなくした場所

乗合
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【装着場所】乗合

40.7%

41.5%

69.3%

カメラ：93.4%
センサ：4.2%
ミラー：1.2%ミラー：83.0%

センサ：9.0%
カメラ：8.0%

ミラー：76.5%
カメラ：23.5%



 

参考【装着場所】 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

右下ﾌﾛﾝﾄﾀｲﾔ付近 

Ｅ１ 
右下ﾘﾔﾀｲﾔ付近 

Ｇ１ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

I 
前方直下 

後方上方 

後方 

後方直下 

左側車線（路肩含む）の側方前側 

Ｆ２ 

左側車線（路肩含む）の側方後側 

Ｈ 

左下ﾌﾛﾝﾄﾀｲﾔ付近 

Ｅ２ 
左下ﾘﾔﾀｲﾔ付近 

Ｇ２ 

車内運転者後方 

右側車線の側方前面  

Ｆ１ 

 

 

 

視認性向上装置を装着して見え
にくい箇所をなくした場所

高速・貸切
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【装着場所】高速・貸切

57.8%

57.4%

91.0%

カメラ：91.6%
センサ：7.2%
カメラ：1.1%

ミラー：73.7%
センサ：13.8%
カメラ：11.4%

ミラー：46.4%
カメラ：13.8%
センサ：7.2%



視認性向上装置の装着のきっかけ

52.3%

37.4%

33.1%

0.0% 30.0% 60.0%

経営者（会社）の方針(158事業所)

運転者の要望(113事業所)

自動車ﾒｰｶｰの働きかけ(100事業所)

運行管理者の要望(60事業所)

事故発生による(49事業所)

安全装置ﾒｰｶｰの働きかけ(47事業所)

協会等の推奨(25事業所)

整備管理者の要望(21事業所)

同業他社の紹介(12事業所)

専門誌等ﾏｽｺﾐ情報(2事業所)

その他(20事業所)

図1.15 装着のきっかけ（複数回答）n=302
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視認性向上装置の装着を決断した理由

85.9%

48.8%

6.7%

0.0% 45.0% 90.0%

事故を減らすため(255事業所)

安全は金額等の問題ではないため

(145事業所)

装置の値段が適切であったため(20

事業所)

親会社より要請があったため(11事

業所)

その他(10事業所)

図1.16 決断の理由（複数回答）n=297



視認性向上装置の装着時期

61.6%

36.0%

24.9%

0.0% 35.0% 70.0%

最初から装着車両を導入(183事業所)

新車代替時に装着(107事業所)

現有車両に段階的に装着(74事業所)

ある時点で全車両に装着(63事業所)

その他(12事業所)

図1.17 装着時期（複数回答）n=297
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視認性向上装置一台当たりの平均投資額

27.7%

33.7%

16.1%

回答

267

事業所

約1千～1万円(9事業所)

約1万～5万円(35事業所)

約5万～10万円(74事業所)

約10万～20万円(90事業所)

約20万～30万円(43事業所)

その他(16事業所)

図1.18 一台当たりの平均投資額



視認性向上装置の装着による効果

65.3%

27.6%

7.1%

回答

297

事業所

まだ残っている

(194事業所）

ほとんどなくなった

(82事業所）

変わらない(21事業

所）

図1.19 装着による視認性の範囲
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36.6%

32.7%

28.8%

0.0% 20.0% 40.0%

ヒヤリとする機会が減少

した(112事業所）

事故の減少(100事業所）

変わらない(88事業所）

装着による効果

図1.20 装着による視認性の効果（複数回答）n=306



74.1%

17.9%

3.6%

0.0% 40.0% 80.0%

カメラ(83事業所）

ミラー(20事業所）

近接センサ（ソナー含む）

(4事業所）

その他(7事業所）

89.0%

8.0%

3.0%

0.0% 45.0% 90.0%

カメラ(89事業所）

近接センサ（ソナー含む）

(8事業所）

ミラー(3事業所）

その他(1事業所）

図1.21 ヒヤリとする機会が減少した装置
（複数回答）n=112

図1.22 事故が減少した装置（複数回答）n=100
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「ヒヤリとする機会が減少した」装置 「事故が減少した」装置



視認性向上装置の使用状況
ア.装着による問題の発生状況

27.2%

72.8%

回答

305

事業所

あった(83事業所）

ない(222事業所）

図1.23 装着による問題の発生状況
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イ.装着による問題の内容

57.8%

31.3%

8.4%

8.4%

0.0% 30.0% 60.0%

機器が壊れた(48事業所）

修理費用が掛かる(26事業所）

期待していたほど死角が減らない(7

事業所）

故障が多い(7事業所）

再利用ができない(6事業所）

維持費用が掛かる(3事業所）

その他(5事業所）

図1.24 視認性向上装置の問題内容（複数回答）n=83



ウ.装着機器のメンテナンス

60.0%

40.0% 回答

300

事業所

している(180事業

所）

していない(120事業

所）

図1.25 視認性向上装置のメンテナンス
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エ.装着機器のメンテナンス時期

73.0%

20.6%

4.0%

0.0% 40.0% 80.0%

不具合発生時(92事業所）

定期的(26事業所）

日常的(5事業所）

保守契約(3事業所）

図1.26 視認性向上装置のメンテナンス時期（複数回答）n=180



装着装置のランニングコスト

82.3%

17.7%

回答

288

事業所

掛からない(237事業

所）

掛かる(51事業所）

図1.27 装置機器のランニングコスト
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47.8%

42.6%

38.2%

0.0% 25.0% 50.0%

近接センサ（後方）(119事業所)

後方視認カメラ(106事業所)

近接センサ（側方・前方）(95事業所)

直前直左視認カメラ(86事業所)

複合曲面ミラー(42事業所)

直前直左視認ミラー(42事業所)

車両前端視認ミラー(39事業所)

プリズムシート(7事業所)

その他(12事業所)

図1.28 装着の必要性を感じる装置（複数回答）n=246

（３）視認性向上装置の装着の必要性
視認性向上装置の装着あるいは必要性を感じる装置
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82.0%

89.9%

87.1%

18.0%

10.1%

12.9%

0% 50% 100%

後方視認カメラ(294事業所）

複合曲面ミラー（広角ミラー）(69事業所）

近接センサー（後方）(62事業所）

近接センサー（側方･前方）(126事業所）

プリズムシート(24事業所）

満足している 改善が必要である

図1.29 装置装着の満足度

装着されている視認性向上装置
の満足度
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（１）ドライブレコーダーの装備
事業所数

100.0%

回答

315

事業所

有り(315事業所）

図1.30 ドライブレコーダー装備率



（２）ドライブレコーダーの記録方法

20

99.0%

9.1%

0.0% 50.0% 100.0%

常時録画型(305事業所）

イベント型(28事業所）

図1.33 ドライブレコーダー記録方法（複数回答）n=308

（３）ドライブレコーダーのカメラ取付場所

98.4%

87.2%

69.3%

0.0% 50.0% 100.0%

前方(308事業所）

車内前(273事業所）

左側(217事業所）

右側(181事業所）

車内後(145事業所）

後方(100事業所）

図1.34 ドライブレコーダー取り付け位置（複数回答）n=313



（４）ドライブレコーダーの効果

21

93.4%

6.6%

回答

301

事業所

有り(281事業所）

無し(20事業所）

図1.35 ドライブレコーダーの効果

47.7%

42.0%

35.2%

0.0% 25.0% 50.0%

事故の減少(134事業所）

苦情の減少(118事業所）

その他(99事業所）

効果「有り」と回答のあった事業所

図.1.36 ドライブレコーダーの効果内訳（複数回答）
n=178



（５）ドライブレコーダーの問題点
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67.0%

30.4%

0.7%

回答

306

事業所

ほぼ確実に撮れる(205事業所）

時々撮れないことがある(93事業所）

ほとんど撮れない(2事業所）

分からない(6事業所）

図1.39 映像取得の問題点
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52.7%

43.3%

33.9%

0.0% 30.0% 60.0%

デジタコと一体式は導入価格が高い(146事業所）

通信費、メモリカード等維持費が高い(120事業所）

データ読み込みに時間がかかる(94事業所）

※映像が不鮮明(74事業所）

必要な情報を見つけるのに時間がかかる(66事業所）

機能が多く、使い方が難しい(36事業所）

故障が多い(32事業所）

ドライブレコーダーが場所をとる(5事業所）

その他(21事業所）

61.7%

48.9%

31.9%

0.0% 35.0% 70.0%

夜間(29事業所）

逆光(23事業所）

信号(15事業所）

その他(13事業所）

図1.40 その他、製品等の問題点（複数回答）n=277 図1.41 映像取得の問題点（複数回答）n=74

「製品等」の問題点 映像取得の問題点
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４．先進安全自動車（ＡＳＶ）導入
に関する調査

25

・衝突被害軽減ブレーキ
レーダーにより先行車との距離を常に検出し、危険な状況にあるかどうかを監視

します。追突の危険性が高まったら、まずは音などにより警報し、ドライバーにブ
レーキ操作を促します。それでもブレーキ操作をせず、追突する若しくは追突の可
能性が高いと車両が判断した場合、システムにより自動的にブレーキをかけ、衝突
時の速度を低く抑えるようにします。
・ふらつき注意喚起装置
運転者の低覚醒状態や低覚醒状態に起因する挙動を検知し、運転者に注意を喚起
するようにします。
・車線逸脱警報装置
走行車線を認識し、車線から逸脱した場合あるいは逸脱しそうになった場合には、
運転者が車線中央に戻す操作をするよう警報が作動します。
・車線維持支援制御装置
走行車線を認識し、車線維持に必要な運転者の操舵力を軽減する。何らかの理由

で車線から逸脱しそうになった場合には、運転者が車線中央に戻す操作をするよう
にします。
・車両安定制御装置
急激なハンドル操作などにより車両に不安定挙動が発生した場合、不安定挙動を

抑制するようエンジン出力や制動力を制御します。

※国土交通省「先進安全自動車(ASV)の導入に対する支援（HPより抜粋）
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（１）衝突被害軽減ブレーキ
衝突被害軽減ブレーキ装備事業所率

92.2%

7.8%

回答

309

事業所

有り(285事業所）

無し(24事業所）

49.3%

18.9%

11.1%

11.1%

平成28年（以前含む）(107事業所）

平成29年(41事業所）

平成30年(24事業所）

令和元年(24事業所）

令和2年(18事業所）

令和3年(10事業所）

0.0% 25.0% 50.0%

図1.42 衝突被害軽減ブレーキ装備率 図1.43 衝突被害軽減ブレーキ導入年度（複数回答）n=217

衝突被害軽減ブレーキ導入年度
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31.2%

7.5%

68.8%

92.5%

0% 50% 100%

高速(109事業所)

貸切(253事業所)

全車 一部

21.3%

32.9% 21.8%

25.3%

22.2%

29.3%

0% 50% 100%

高速(75事業所)

貸切(234事業所)

2割未満 2～4割未満 4～6割未満 6～8割未満 ８割以上 不明

図1.44衝突被害軽減ブレーキ導入割合

衝突被害軽減ブレーキ用途別導入割合 「一部導入」の導入割合

図1.45ふらつき注意喚起装置装備率



28

（２）ふらつき注意喚起装置
ふらつき注意喚起装置装備事業所率

88.8%

11.2%

回答

304

事業所

有り(270事業所）

無し(34事業所）

46.3%

15.3%

14.7%

平成28年（以前含む）(82事業所）

平成29年(27事業所）

平成30年(20事業所）

令和元年(26事業所）

令和2年(16事業所）

令和3年(11事業所）

0.0% 25.0% 50.0%

図1.46衝突被害軽減ブレーキ一部導入割合 図1.47ふらつき注意喚起装置導入年度（複数回答）n=177

ふらつき注意喚起装置導入年度
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26.4%

8.2%

73.6%

91.8%

0% 50% 100%

高速(106事業所)

貸切(255事業所)

全車 一部

24.4%

29.9% 23.1%

30.8%

15.0%

23.1%

0% 50% 100%

高速(78事業所)

貸切(234事業所)

2割未満 2～4割未満 4～6割未満 6～8割未満 ８割以上 不明

図1.48らつき注意喚起装置装備率導入割合 図1.49らつき注意喚起装置一部導入割合

ふらつき注意喚起装置用途別導入割合 「一部導入」の導入割合
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88.4%

11.6%

回答

302

事業所

有り(267事業所）

無し(35事業所）

56.6%

18.9%

17.0%

平成28年（以前含む）(90事業所）

平成29年(30事業所）

平成30年(22事業所）

令和元年(27事業所）

令和2年(15事業所）

令和3年(9事業所）

0.0% 30.0% 60.0%

（３）車線逸脱警報装置（車線維持支援制御装置）
車線逸脱警報装置（車線維持支援制御装置）装備事業所率

図1.50 車線逸脱警報装置（車線維持支援制御装置）装備率 図1.51 車線逸脱警報装置（車線維持支援制御装置）導入年
度（複数回答）n=159

車線逸脱警報装置（車線維持支援制御装置）導入年度
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28.3%

8.3%

71.7%

91.7%

0% 50% 100%

高速(30事業所)

貸切(76事業所)

全車 一部

図1.52 車線逸脱警報装置（車線維持支援制御装置）導入割合

19.7%

31.3%

14.5%

21.0%

32.9%

16.3%

0% 50% 100%

高速(76事業所)

貸切(233事業所)

2割未満 2～4割未満 4～6割未満 6～8割未満 ８割以上 不明

図1.53 車線逸脱警報装置（車線維持支援制御装置）一部導入
割合

車線逸脱警報装置（車線維持支援制御装置）用途別導入割合 「一部導入」の導入割合
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68.8%

31.2%
回答

295

事業所

有り(203事業所）

無し(92事業所）

図1.54 車両安定制御装置装備率

54.3%

17.1%

16.2%

17.1%

平成28年（以前含む）(57事業

所）

平成29年(18事業所）

平成30年(17事業所）

令和元年(18事業所）

令和2年(9事業所）

令和3年(3事業所）

0.0% 30.0% 60.0%

図1.55 車両安定制御装置導入割合（複数回答）n=105

（４）車両安定制御装置
車両安定制御装置装備事業所率

車線逸脱警報装置（車線維持支援制御装置）導入年度
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17.9%

8.9%

82.1%

91.1%

0% 50% 100%

高速(20事業所)

貸切(92事業所)

全車 一部

図1.56 車両安定制御装置用途別導入割合

17.4%

34.5%

14.1%

22.4%

15.2%

14.9%

0% 50% 100%

高速(92事業所)

貸切(174事業所)

2割未満 2～4割未満 4～6割未満 6～8割未満 ８割以上 不明

図1.57 車両安定制御装置一部導入割合

車両安定制御装置用途別導入割合 「一部導入」の導入割合
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